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平成19年３月期  個別中間財務諸表の概要 平成18年11月27日 

上 場 会 社 名        太陽化学株式会社 上場取引所 名 
コ ー ド 番 号        ２９０２ 本社所在都道府県 三重県 
（ＵＲＬ  http://www.taiyokagaku.com  ） 
代  表  者 役職名 代表取締役社長  氏名 山崎 長宏 
問合せ先責任者 役職名 取締役財務部長  氏名 古市 義弘    ＴＥＬ (059)352-2379 
決算取締役会開催日 平成18年11月27日            配当支払開始日 平成18年12月８日 
単元株制度採用の有無            有(１単元100株) 
１． 18年９月中間期の業績(平成18年４月１日～平成18年９月30日) 
(1) 経営成績 （金額表示：百万円未満切り捨て） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 
 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 

18年９月中間期 
17年９月中間期 

 17,042 △2.7 
 17,517 △8.2 

 829 △7.9 
 901 △37.5 

 899 △11.7 
 1,018 △31.1 

18年３月期  34,853 △6.3  1,816 △25.5  1,989 △18.9 
 
 

中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

 百万円    ％             円    銭 

18年９月中間期 
17年９月中間期 

 487 △27.6 
 672 △28.5 

 22 32 
 30 67 

18年３月期  1,270 △13.8  56 81 
(注) ①期中平均株式数 18年９月中間期    21,830,581株  17年９月中間期  21,930,761株 

18年３月期      21,922,210株 
     ②会計処理の方法の変更   無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
(2)財政状態 
 総 資 産     純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円   銭 

18年９月中間期 
17年９月中間期 

 37,844 
 36,172 

 27,509 
 26,942 

72.7 
74.5 

 1,260 13 
 1,228 55 

18年３月期  36,831  27,369 74.3  1,252 58 
 (注)①期末発行済株式数 18年９月中間期 21,830,546株  17年９月中間期  21,930,648株 
  18年３月期 21,830,638株 
   ②期末自己株式数 18年９月中間期 1,683,155株  17年９月中間期   1,583,053株 
                         18年３月期 1,683,063株 
   ③17年９月中間期及び18年３月期の純資産は、繰延ヘッジ損益を含んでおりません。 
 
２．19年３月期の業績予想(平成18年４月１日～平成19年３月31日) 

 売 上 高     経常利益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 

通  期 34,500 1,950 1,100 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) 50円39銭 
３．配当状況 
・現金配当 1株当たり配当金（円） 
 中間期末 期末 年間 
18年３月期 8.00 8.00 16.00 
19年３月期（実績） 8.00 ─ 
19年３月期（予想） ─ 未定 

未定 

(注)期末における１株当たりの期末配当予想につきましては、３ページに記載の配当方針に従い、基準配当金 16円(中
間配当金８円、期末配当金８円)を下限とし、連結での配当性向 30％を目処として行う予定であります。 
 
 

 

 

上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資
料発表日現在における仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる
可能性があります。業績予想の前提条件その他に関する事項につきましては、添付資料を参照してください。 
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２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 
 

  前中間会計期間末 

(平成17年９月30日現在) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年３月31日現在) 

区分 注記 
番号 

金額(千円) 構成比 
(％) 

金額(千円) 構成比 
(％) 

金額(千円) 構成比 
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金  1,302,079   879,962   1,162,588   

２ 受取手形 ※４ 574,225   594,584   444,613   

３ 売掛金  9,180,240   9,944,233   9,077,054   

４ たな卸資産  5,318,943   5,779,198   5,606,535   

５ 繰延税金資産  230,927   213,170   166,135   

６ その他  280,211   539,750   365,187   

貸倒引当金  △124,878   △69,552   △77,106   

流動資産合計   16,761,752 46.3  17,881,349 47.3  16,745,009 45.5 

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１          

(1) 建物  5,181,943   5,340,742   5,096,558   

(2) 機械及び装置  1,421,092   1,270,085   1,307,935   

(3) 土地  6,027,578   6,027,576   6,027,576   

(4) その他  756,193 13,386,807 37.0 737,151 13,375,555 35.3 858,258 13,290,329 36.1 

２ 無形固定資産   48,005 0.2  27,690 0.1  37,847 0.1 

３ 投資その他の資産           

(1) 投資有価証券  4,204,399   4,678,226   4,944,716   

(2) その他  1,828,689   1,958,876   1,892,292   

貸倒引当金  △56,679 5,976,410 16.5 △77,607 6,559,496 17.3 △78,846 6,758,163 18.3 

固定資産合計   19,411,222 53.7  19,962,741 52.7  20,086,340 54.5 

資産合計   36,172,974 100.0  37,844,090 100.0  36,831,350 100.0 
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  前中間会計期間末 

(平成17年９月30日現在) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年３月31日現在) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比 

(％) 金額(千円) 構成比 
(％) 金額(千円) 構成比 

(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形 ※４ 361,532   273,576   323,352   

２ 買掛金  3,510,671   5,072,894   3,772,237   

３ 短期借入金  3,000,000   2,000,000   3,000,000   

４ 賞与引当金  313,062   306,910   233,608   

５ 未払法人税等  440,973   439,122   312,618   

６ 設備支払手形  57,634   160,627   152,318   

７ その他 ※２ 679,337   1,090,818   741,015   

流動負債合計   8,363,212 23.1  9,343,950 24.7  8,535,151 23.2 

Ⅱ 固定負債           

１ 退職給付引当金  274,054   452,010   218,520   

２ 役員退職引当金  259,000   282,045   259,000   

３ 繰延税金負債  323,911   241,731   439,155   

４ その他  10,000   15,000   10,000   

固定負債合計   866,966 2.4  990,787 2.6  926,675 2.5 

負債合計   9,230,178 25.5  10,334,738 27.3  9,461,827 25.7 

(資本の部)           

Ⅰ 資本金   7,730,621 21.4  ― ―  7,730,621 21.0 

Ⅱ 資本剰余金           

１ 資本準備金  7,914,938   ―   7,914,938   

２ その他資本剰余金  4,175   ―   4,175   

資本剰余金合計   7,919,114 21.9  ― ―  7,919,114 21.5 

Ⅲ 利益剰余金           

１ 利益準備金  1,932,655   ―   1,932,655   

２ 任意積立金  8,849,393   ―   8,849,393   

３ 中間(当期)未処分利益  1,562,598   ―   1,984,833   

利益剰余金合計   12,344,648 34.1  ― ―  12,766,882 34.7 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   564,807 1.6  ― ―  727,315 1.9 

Ⅴ 自己株式   △1,616,395 △4.5  ― ―  △1,774,410 △4.8 

資本合計   26,942,796 74.5  ― ―  27,369,523 74.3 

負債資本合計   36,172,974 100.0  ― ―  36,831,350 100.0 
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前中間会計期間末 

(平成17年９月30日現在) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日現在) 

区分 
注記 
番号 金額(千円) 

構成比 
(％) 金額(千円) 

構成比 
(％) 金額(千円) 

構成比 
(％) 

(純資産の部)           

Ⅰ 株主資本           

１ 資本金   ― ―  7,730,621 20.4  ― ― 

２ 資本剰余金           

(1) 資本準備金  ―   7,914,938   ―   

(2) その他資本剰余金  ―   4,192   ―   

資本剰余金合計   ― ―  7,919,130 20.9  ― ― 

３ 利益剰余金           

(1) 利益準備金  ―   1,932,655   ―   

(2) その他利益剰余金           

固定資産圧縮積立金  ―   341,249   ―   

別途積立金  ―   9,400,000   ―   

繰越利益剰余金  ―   1,380,500   ―   

利益剰余金合計   ― ―  13,054,405 34.5  ― ― 

４ 自己株式   ― ―  △1,774,563 △4.6  ― ― 

株主資本合計   ― ―  26,929,594 71.2  ― ― 

Ⅱ 評価・換算差額等           

 その他有価証券 
  評価差額金   ― ―  579,758 1.5  ― ― 

評価・換算差額等 
合計 

  ― ―  579,758 1.5  ― ― 

純資産合計   ― ―  27,509,352 72.7  ― ― 

負債純資産合計   ― ―  37,844,090 100.0  ― ― 
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② 【中間損益計算書】 
 

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 

金額(千円) 百分比 
(％) 

金額(千円) 百分比 
(％) 

金額(千円) 百分比 
(％) 

Ⅰ 売上高   17,517,762 100.0  17,042,697 100.0  34,853,178 100.0 

Ⅱ 売上原価   13,893,255 79.3  13,520,951 79.3  27,747,628 79.6 

売上総利益   3,624,507 20.7  3,521,745 20.7  7,105,549 20.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   2,723,460 15.6  2,691,959 15.8  5,289,200 15.2 

営業利益   901,046 5.1  829,786 4.9  1,816,348 5.2 

Ⅳ 営業外収益 ※１  169,671 1.0  117,803 0.7  285,613 0.8 

Ⅴ 営業外費用 ※２  51,974 0.3  48,526 0.3  112,330 0.3 

経常利益   1,018,743 5.8  899,063 5.3  1,989,631 5.7 

Ⅵ 特別利益 ※３  45,060 0.3  329,021 1.9  60,649 0.2 

Ⅶ 特別損失 ※４  17,201 0.1  464,948 2.7  43,595 0.1 

税引前中間(当期)純利益   1,046,602 6.0  763,136 4.5  2,006,684 5.8 

法人税、住民税 
及び事業税 

 419,779   421,645   710,936   

法人税等調整額  △45,852 373,926 2.2 △145,677 275,968 1.6 25,392 736,329 2.2 

中間(当期)純利益   672,676 3.8  487,168 2.9  1,270,355 3.6 

前期繰越利益   889,922   ─   889,922  

中間配当額   ─   ─   175,445  

中間(当期)未処分利益   1,562,598   ─   1,984,833  
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③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 
 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他 
利益剰余金 

 

資本金 
資本準備金 

その他 
資本 
剰余金 

資本剰余金 
合計 

利益 
準備金 固定資産

圧縮 
積立金 

別途 
積立金 

繰越利益 
剰余金 

利益剰余金 
合計 

自己株式 
株主 
資本合計 

平成18年３月31日残高(千円) 7,730,621 7,914,938 4,175 7,919,114 1,932,655 349,393 8,500,000 1,984,833 12,766,882 △1,774,410 26,642,207 

中間会計期間中の変動額            

 剰余金の配当(注)        △174,645 △174,645  △174,645 

 役員賞与(注)        △25,000 △25,000  △25,000 

 中間純利益        487,168 487,168  487,168 

自己株式の取得          △193 △193 

 自己株式の処分   16 16      40 56 

 固定資産圧縮積立金の取崩
(注) 

     △8,144  8,144 ─  ─ 

 別途積立金の積立(注)       900,000 △900,000 ─  ─ 

 株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額（純額） 

           

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) 

  16 16 ─ △8,144 900,000 △604,332 287,523 △153 287,386 

平成18年９月30日残高(千円) 7,730,621 7,914,938 4,192 7,919,130 1,932,655 341,249 9,400,000 1,380,500 13,054,405 △1,774,563 26,929,594 

 

評価・換算差額等 
 

その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

純資産合計 

平成18年３月31日残高(千円) 727,315 727,315 27,369,523 

中間会計期間中の変動額    

 剰余金の配当(注)   △174,645 

 役員賞与(注)   △25,000 

 中間純利益   487,168 

自己株式の取得   △193 

 自己株式の処分   56 

 固定資産圧縮積立金の取崩(注)   ─ 

 別途積立金の積立(注)   ─ 

 株主資本以外の項目の中間会計期間中 
 の変動額（純額） 

△147,557 △147,557 △147,557 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) 

△147,557 △147,557 139,829 

平成18年９月30日残高(千円) 579,758 579,758 27,509,352 

(注)平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

１ 資産の評価基準及
び評価方法 

(1) たな卸資産 
評価基準 原価法 
評価方法 先入先出法 

(1) たな卸資産 
同左 

(1) たな卸資産 
同左 

 (2) 有価証券 
子会社株式及び関連会
社株式 
移動平均法による原
価法 
その他有価証券 
時価のあるもの 
中間期末日の市場価
格等に基づく時価法
(評価差額は全部資
本直入法により処理
し、売却原価は移動
平均法により算定) 
 
時価のないもの 
移動平均法による原
価法 

(2) 有価証券 
子会社株式及び関連会
社株式 
同左 

 
その他有価証券 
時価のあるもの 
中間期末日の市場価
格等に基づく時価法
(評価差額は全部純
資産直入法により処
理し、売却原価は移
動平均法により算
定) 
時価のないもの 
同左 

(2) 有価証券 
子会社株式及び関連会
社株式 
同左 

 
その他有価証券 
時価のあるもの 
期末日の市場価格等
に基づく時価法(評
価差額は全部資本直
入法により処理し、
売却原価は移動平均
法により算定) 
 
時価のないもの 
同左 

２ 固定資産の減価償
却の方法 

(1) 有形固定資産 
平成10年４月１日以降
に取得した建物(建物附
属設備を除く)について
は定額法、それ以外の有
形固定資産については定
率法を採用しておりま
す。 
なお、主な耐用年数は、
建物31年～50年、構築物
７年～50年、機械及び装
置４年～16年、車両及び
運搬具４年～６年、工具
器具及び備品４年～10年
であります。 

(1) 有形固定資産 
同左 

(1) 有形固定資産 
同左 

 (2) 無形固定資産 
定額法 
なお、自社利用のソフ
トウェアについては、社
内における利用可能期間
(５年)を採用しておりま
す。 

(2) 無形固定資産 
同左 

(2) 無形固定資産 
同左 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損
失に備えるため、一般債
権については、貸倒実績
率により、また、貸倒懸
念債権等特定の債権につ
いては、個別に回収可能
性を勘案し、回収不能見
込額を計上しておりま
す。 

(1) 貸倒引当金 
同左 

(1) 貸倒引当金 
同左 

 (2) 賞与引当金 
従業員に対する賞与の
支出に充てるため支給見
込額のうち、当中間会計
期間負担額を計上してお
ります。 

(2) 賞与引当金 
同左 

(2) 賞与引当金 
従業員に対して支給す
る賞与の支出に充てるた
め、支給見込額に基づき
計上しております。 
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項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

 (3) 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備
えるため当事業年度末に
おける退職給付債務及び
年金資産の見込み額に基
づき、当中間会計期間末
において発生していると
認められる額を計上して
おります。なお、数理計
算上の差異は、各事業年
度の発生時における従業
員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数(５年)に
よる按分額をそれぞれの
発生の翌事業年度から費
用処理しております。 

(3) 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備
えるため当事業年度末に
おける退職給付債務に基
づき、当中間会計期間末
において発生していると
認められる額を計上して
おります。 
過去勤務債務は発生時
に一時償却しておりま
す。 
数理計算上の差異は、
各事業年度の発生時にお
ける従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数
(５年)による按分額をそ
れぞれの発生の翌事業年
度から費用処理しており
ます。 
 
（追加情報） 
当社は確定拠出年金法
の施行に伴い、平成18年
４月１日付で適格退職年
金制度の全てを確定拠出
年金制度へ移行するとと
もに、別途退職一時金制
度を新設いたしました。 
確定拠出年金制度移行
に伴う当中間会計期間の
損益に与える影響額は、
退職給付引当金の取崩に
よる特別利益として、
218,520千円計上してお
ります。 
また、退職一時金制度
新設に伴う当中間会計期
間の損益に与える影響額
は、過去勤務債務の一時
償却により、446,724千円
の特別損失を計上してお
ります。 
その結果、税引前中間
純利益は228,204千円減
少しております。 

(3) 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備
えるため当事業年度末に
おける退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づ
き当事業年度末において
発生していると認められ
る額を計上しておりま
す。なお、数理計算上の
差異は、各事業年度の発
生時における従業員の平
均残存勤務期間以内の一
定の年数(５年)による按
分額をそれぞれの発生の
翌期から費用処理してお
ります。 

 (4) 役員退職引当金 
役員の退職金の支出に
備えて、役員退職慰労金
規定に基づく中間期末要
支給額を計上しておりま
す。 

(4) 役員退職引当金 
同左 

(4) 役員退職引当金 
役員の退職金の支出に
備えて、役員退職慰労金
規定に基づく期末要支給
額を計上しております。 

４ 外貨建の資産及び
負債の本邦通貨へ
の換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、
中間決算日の直物為替相場
により円貨に換算し、換算
差額は損益として処理して
おります。 

同左 外貨建金銭債権債務は、
決算日の直物為替相場によ
り円貨に換算し、換算差額
は損益として処理しており
ます。 

５ リース取引の方法 リース物件の所有権が借
主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・
リース取引については、通
常の賃貸借取引に準じた会
計処理によっております。 

同左 同左 
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項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

６ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 
為替予約等が付されて
いる外貨建金銭債権債務
等については、振当処理
を行っております。 

(1) ヘッジ会計の方法 
同左 

(1) ヘッジ会計の方法 
同左 

 (2) ヘッジ手段 
デリバティブ取引(為
替予約取引) 

(2) ヘッジ手段 
同左 

(2) ヘッジ手段 
同左 

 (3) ヘッジ対象 
外貨建予定取引 

(3) ヘッジ対象 
同左 

(3) ヘッジ対象 
同左 

 (4) ヘッジ方針 
ヘッジ対象の範囲内で
将来の為替相場の変動に
よるリスクを回避する目
的でのみヘッジ手段を利
用する方針であります。 

(4) ヘッジ方針 
同左 

(4) ヘッジ方針 
同左 

 (5) ヘッジの有効性評価の
方法 
振当処理を行っている
ため、決算日における有
効性の評価を省略してお
ります。 

(5) ヘッジの有効性評価の
方法 
同左 

(5) ヘッジの有効性評価の
方法 
同左 

７ その他中間財務諸
表(財務諸表)作成
のための基本とな
る重要な事項 

消費税等の会計処理につ
いて 
消費税及び地方消費税の
会計処理は、税抜方式によ
っております。 

消費税等の会計処理につ
いて 

同左 

消費税等の会計処理につ
いて 

同左 
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会計方針の変更 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準第５号 平

成17年12月９日)及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」(企業会計基準

適用指針第８号 平成17年12月９

日)を適用しております。 

これまでの資本の部の合計に相

当する金額は27,509,352千円であ

ります。 

なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部につい

ては、中間財務諸表等規則の改正に

伴い､改正後の中間財務諸表等規則

により作成しております。 

――――― 

――――― (役員賞与に関する会計基準) 

当中間会計期間より、「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計基準

第４号 平成17年11月29日）を適用

しております。 

これにより営業利益、経常利益及

び税引前中間純利益は、それぞれ

6,499千円減少しております。 

なお、支払見込額は流動負債のそ

の他に含めて表示しております。 

――――― 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 
 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額 

22,504,564千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額 

23,000,545千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額 

22,724,548千円 
※２ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消
費税等は相殺のうえ、流動負
債の「その他」に含めて表示
しております。 

※２ 消費税等の取扱い 
同左 

※２    ――――― 
 

 ３ 偶発債務 
債務保証 
次の関係会社について金
融機関からの借入に対し、債
務保証を行っております。 
保証先 金額 内容 
タイヨール
シードプラ
イベイトリ
ミテッド 

260,000千円 
(100,000千INR) 

借入 
債務 

 
 
※４    ――――― 

 ３ 偶発債務 
債務保証 
次の関係会社について金
融機関からの借入に対し、債
務保証を行っております。 
保証先 金額 内容 

太陽食品(天
津)有限公司 

298,400千円 
(20,000,000元) 

借入 
債務 

無錫太陽緑
宝科技有限
公司 

149,200千円 
(10,000,000元) 

借入 
債務 

 
※４ 中間期末日満期手形 

   中間期末日満期手形の会計処

理は、手形交換日をもって決済

処理しております。なお、当中

間会計期間の末日は金融機関の

休日であったため、次の中間期

末日満期手形が中間期末残高に

含まれております。 

    受取手形  100,556千円 
    支払手形  236,185千円 

 ３ 偶発債務 
債務保証 
次の関係会社について金
融機関からの借入に対し、債
務保証を行っております。 
保証先 金額 内容 

太陽食品(天
津)有限公司 

292,600千円 
(20,000,000元) 

借入 
債務 

無錫太陽緑
宝科技有限
公司 

146,300千円 
(10,000,000元) 

借入 
債務 

 
※４    ――――― 
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(中間損益計算書関係) 
 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

※１ 営業外収益のうち、主なもの

は次のとおりです。 

受取利息 
及び配当金 69,358千円

 

※１ 営業外収益のうち、主なもの

は次のとおりです。 

受取利息 
及び配当金 68,670千円

 

※１ 営業外収益のうち、主なもの

は次のとおりです。 

受取利息 
及び配当金 86,926千円

 
※２ 営業外費用のうち、主なもの

は次のとおりです。 

支払利息 20,626千円
 

※２ 営業外費用のうち、主なもの

は次のとおりです。 

支払利息 20,991千円
 

※２ 営業外費用のうち、主なもの

は次のとおりです。 

支払利息 41,218千円
 

※３ 特別利益のうち、主なものは

次のとおりです。 
投資有価証券
売却益 33,270千円

貸倒引当金 
戻入益 

11,790千円
 

※３ 特別利益のうち、主なものは

次のとおりです。 
退職給付引当
金取崩益 218,520千円

投資有価証券
売却益 

101,708千円

貸倒引当金 
戻入益 

8,793千円
 

※３ 特別利益のうち、主なものは

次のとおりです。 
投資有価証券
売却益 33,270千円

貸倒引当金 
戻入益 

27,379千円
 

※４ 特別損失のうち、主なものは

次のとおりです。 

固定資産除却損 

 機械及び装置 5,672千円 

 器具備品  1,660 

 
上記設備 
撤去費用 

 9,868 

 計 17,201千円
 

※４ 特別損失のうち、主なものは

次のとおりです。 

過去勤務債務 

一時償却額 
446,724千円

固定資産除却損 

 機械及び装置 2,326千円

 工具・器具 及び備品 2,180 

 その他 435 

 
上記設備 
撤去費用 

6,131 

 計 11,074千円
  

※４ 特別損失のうち、主なものは

次のとおりです。 

固定資産除却損 

建物 3,908千円 

機械及び装置 13,725 
工具・器具 
及び備品 

2,008 

その他 151 
上記設備 
撤去費用 

17,093 

計 36,886千円 
 

５ 減価償却実施額は、次のとお

りです。 

有形固定資産 370,952千円

無形固定資産 10,109千円
 

５ 減価償却実施額は、次のとお

りです。 

有形固定資産 345,541千円

無形固定資産 10,157千円

  

５ 減価償却実施額は、次のとお

りです。 

有形固定資産 755,152千円

無形固定資産 20,266千円
 

 

(中間株主資本等変動計算書関係) 

 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（株） 1,683,063 130  38 1,683,155  
 
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加    130株 

  減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

   単元未満株式の売渡しによる減少     38株 
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(リース取引関係) 
 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引に係る注記 

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引に係る注記 

リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取引に係る注記 

１ リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び中間期
末残高相当額 
 

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

 

中間 
期末残高 
相当額 
(千円) 

機械 
装置 
1,984,754 707,590 1,277,164

車両 
運搬具 7,309 3,712 3,596

工具 
器具 
備品 

89,316 43,565 45,751

 
105,000 53,635 51,364ソフト 

ウェア 
 
 

2,186,380 808,503 1,377,876合計 
 

 

１ リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額、減損損失
累計額相当額及び中間期末残高相
当額 

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

 

中間 
期末残高 
相当額 
(千円) 

機械及
び装置 
2,679,764  1,004,325 1,675,438

車両 
及び 
運搬具 

7,308  5,147 2,161

工具・
器具及
び備品 

135,402  57,748 77,654

 
105,000  70,260 34,739ソフト 

ウェア 
 
 

2,927,476  1,137,481 1,789,994合計 
 
 

１ リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額、減損損失
累計額相当額及び期末残高相当
額 

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

 
期末残高 
相当額 
(千円) 

機械及
び装置 
2,001,254 841,617 1,159,637

車両 
及び 
運搬具 

7,309 4,477 2,831

工具・ 
器具及
び備品 

125,402 41,617 83,784

 
105,000 61,947 43,052ソフト 

ウェア 
 
 

2,238,966 949,661 1,289,305合計 
 

 
２ 未経過リース料 

中間期末残高相当額 

 

 

１年内 298,318

１年超 1,123,058

合計 1,421,377千円
 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額等 

未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 406,152

１年超 1,427,445

合計 1,833,597千円
 

２ 未経過リース料期末残高相当

額等 

未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 310,979

１年超 1,013,513

合計 1,324,493千円
 

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

 

 

支払リース料 156,508千円 

減価償却費 
相当額 

148,793千円 

支払利息 
相当額 11,754千円 

 

３ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失 

支払リース料 203,498千円 

減価償却費 
相当額 

188,884千円 

支払利息 
相当額 14,680千円 

  

３ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失 

支払リース料 323,678千円 

減価償却費 
相当額 305,035千円 

支払利息 
相当額 23,553千円 

 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 
同左 

４ 減価償却費相当額の算定方法 
同左 

５ 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件

の取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によって

おります。 

５ 利息相当額の算定方法 
同左 

５ 利息相当額の算定方法 
同左 

  （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失 

はありません。 

 （減損損失について） 
同左 
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(有価証券関係） 

前中間会計期間末(平成17年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

 

当中間会計期間末（平成18年９月30日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

 

前事業年度末（平成18年３月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

 

 

(重要な後発事象) 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

――――― ――――― 当社は確定拠出年金法の施行
に伴い、平成18年４月１日付で適
格退職年金制度の全てを確定拠
出年金制度へ移行するとともに、
別途退職一時金制度を新設いた
しました。 
確定拠出年金制度移行に伴う
翌事業年度の損益に与える影響
額は、退職給付引当金の取崩によ
る特別利益が218百万円見込まれ
ます。 
また、退職一時金制度新設に伴
う翌事業年度の損益に与える影
響額は、過去勤務債務の一時償却
により、446百万円の特別損失が
見込まれます。 
その結果、翌事業年度の税引前
当期純利益は228百万円減少する
見込みであります。 

 

(2)【その他】 

平成18年11月27日に開催の取締役会において、平成18年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名
簿に記載又は記録されている株主に対して行う第90期の中間配当につき、次のとおり決議いたしまし
た。 
①中間配当金総額 174,644千円 

②１株当たりの額 8円 
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平成18年9月中間期 決算発表（個別参考資料） 

１. 業績の推移及び業績予想 
（単位：百万円） 
H19年 
3月期 

区 分 
H14年 
9月期 

H15年 
9月期 

H16年 
9月期 

H17年 
9月期 

H18年 
9月期 

対前期増減 
（額/率） 

通期 

対前期 
増減率 

売上高 17,394 17,571 19,087 17,517 17,042 △475 △2.7％ 34,500 △1.0％ 

営業利益 1,234 1,210 1,442 901 829 △71 △7.9％ 1,900 4.6％ 

経常利益 1,235 1,200 1,479 1,018 899 △119 △11.7％ 1,950 △2.0％ 

中間(当期)純利益 618 505 940 672 487 △185 △27.6％ 1,100 △13.4％ 

配当金／株 6円／株 6円／株 8円／株 8円／株 8円／株 ─円／株 ─ 未定 ─ 

２. 部門別売上高実績及び計画 
（単位：百万円） 

 
H17年9月 
中間期実績 

H18年9月 
中間期実績 

対前期増減 
(額／率) 

バイオニュートリション事業部門 1,783 10.2％ 1,916 11.3％ 133 7.5％ 

ナノファンクション事業部門 565 3.2％ 612 3.6％ 47 8.4％ 

インターフェイスソリューション事業部門 3,278 18.7％ 3,275 19.2％ △2 △0.1％ 

アグリフード事業部門 4,412 25.2％ 4,113 24.1％ △299 △6.8％ 

ナチュラルイングリディエント事業部門 7,294 41.6％ 6,971 40.9％ △323 △4.4％ 

商品販売部門 183 1.1％ 152 0.9％ △31 △16.9％ 

合   計 17,517 100.0％ 17,042 100.0％ △475 △2.7％ 

 
（単位：百万円） 

 
H18年3月期 
実績 

H19年3月期 
見込み 

対前期増減 
(額／率) 

バイオニュートリション事業部門 3,898 11.2％ 4,057 11.8％ 158 4.1％ 

ナノファンクション事業部門 1,111 3.2％ 1,179 3.4％ 67 6.1％ 

インターフェイスソリューション事業部門 6,415 18.4％ 6,591 19.1％ 175 2.7％ 

アグリフード事業部門 9,058 26.0％ 8,691 25.2％ △367 △4.1％ 

ナチュラルイングリディエント事業部門 14,023 40.2％ 13,689 39.7％ △334 △2.4％ 

商品販売部門 346 1.0％ 293 0.8％ △53 △15.4％ 

合   計 34,853 100.0％ 34,500 100.0％ △353 △1.0％ 

３. 通期の設備投資額 
（単位：百万円） 

 設備投資内容 投資金額 

当中間期投資額 医薬原体スプレー設備増設 702 

 食品造粒設備 303 

 その他 127 

計  1,133 
（注）上記設備のうちリース契約によるものは、698百万円であります。 

（単位：百万円） 

 設備投資内容 投資金額 

下期投資計画 生産及び品質管理システム 60 

 鉄製剤製造設備増設 35 

 フルーツ充填設備増設 30 

 その他 55 

計  180 

 


